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第７章 まとめに代えて 

 

 本年度の調査研究では、昨年度の調査研究で積み残した課題である「市場開拓」・「人材

育成」・「グローバル化対応」と技術経営との関連性の観点を中心に調査・分析を行った。 
 昨年度の調査研究の成果である次の３点の概要については、冒頭の要旨、本文の第２章

をご参照いただきたい。この３点の重要性については、本年度のヒアリング調査において

も、再度、確認がなされた。逆に少し意外であったことは、中小製造業を取り巻く経営環

境が、大変厳しい激変期であるのにも関わらず、ヒアリング企業全社の共通のキーワード

は、人と技術への投資を最も重視しているということであった。1970 年代の２度に亘る石

油危機、80年代後半以降の円高不況、90年代以降のバブル崩壊以上に、中小製造業が経験

したことのない現下の激変期の中で、人や設備のノウハウに宿った技術と開発力で競合他

社への差別化を図ろうという姿勢は、バブル崩壊という荒波を乗り越えて成長してきたヒ

アリング企業の組織としての知恵・学習能力の強さの現れであるように感じられた。 

１．「大きな技術変化」が中小製造業の成長・競争優位性に寄与 

２．長期的な視点に基づく「技術戦略」の重要性とあり方 

３．日常の「技術マネジメント」の重要性とあり方 

 

本年度の調査研究の本題は、下記の４．５．である。 

４．技術経営におけるコア技術を核とした市場開拓のあり方 

 コア技術戦略で技術面の視点に偏りすぎると、市場や顧客ニーズを見失い勝ちになりや

すい。そこで、中小製造業が技術経営を実践していくうえでは、マーケティング戦略で重

視される３Ｃの観点から、コア技術を土台に市場開拓に上手に繋げていく必要がある。 

まず、市場側面で重要なことは、中小製造業に相応しい「参入市場の選択」と、各参入

市場ごとに選択すべき基本戦略のあり方である。大規模市場と中小規模市場と未知市場の

３市場で採用すべき戦略は異なるが、製品・用途・業種・地域を集中しながら、人と技術

への投資による開発力とカスタマイズやアフターサービスなどのサービスで差別化を図る

ことは、如何なる市場でもある程度共通して重要性を有する。 

 市場側面で次に重要になるのは、顧客価値のうち、機能的価値のみならず競合他社が模

倣することが困難な意味的価値（感性価値・可視化困難な価値）への対応である。顕在ニ

ーズであれば、ニーズの完全理解・完全対応が重要であり、既存顧客の潜在ニーズであれ

ば、技術提案営業などの営業と技術者が一体となった顧客とのコミュニケーション能力が

重要となる。最後に最も対応が困難なのは、新規顧客の潜在ニーズへの対応であるが、的

確に対応できれば、３種類の顧客ニーズの中でも、最も高い付加価値の持続に繋がり易い

ものである。ただし、その代わりに一歩対応を間違えるとリスクも高くなる。新規顧客の

潜在ニーズは、コア技術をベースに長期間の試行錯誤を重ねることのほかに最短・最良も

道は存在しない。しかしながら、開発の成功確率を向上させ、大きな市場開拓に繋げるた

めには、中小製造業においては、経営者が豊富な人脈の中で、最新の技術情報・業界情報

を入手し、自社の技術者を中心に営業も一体となった部門横断的プロジェクトチームの中

で、長期間に亘る試行錯誤で粘り強く標的・宝の山を探り出さなければならない。そのた

めには、経営者の熱意と辛抱強いリーダーシップにより全社一丸体制の長期間維持を可能
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とする従業員の動機付けの良し悪しが開発の成否を決する。 

 また、市場開拓における顧客価値の提供では、留意しなければならない点がもう一つ存

在する。自社の製品・加工が、汎用品か専用品・受注品かということである。一般に、汎

用品は、規模の経済が働き単位当たりのコストが軽減され付加価値は高いが、逆に機能が

目に見えるので差別化を図りにくい。これに対して、専用品・受注品は顧客仕様なので、

顧客とのやり取りはブラックボックス化され差別化が図りやすいが、その一方でカスタマ

イズやアフターサービスのやり過ぎで、付加価値が小さくなりやすい。この収益性のジレ

ンマを解消できる唯一の手段は、コストの掛からない開発提案能力などのサービスによる

差別化か、潜在ニーズを発掘するなどの意味的価値の高い開発力のいずれかが重要である。 

 長期的視点の技術戦略と日常の技術マネジメントをベースに、上記の市場開拓を行うだ

けでは十分ではない。競合と自社資源にも目配りが必要であるからである。競合において

特に重要なことは、自社が属する産業によって製品のアーキテクチャ（設計思想）が異な

り、そのことが競合関係にも大きく影響を与えて、顧客の自社に対する評価基準が産業ご

とに全く異なる点である。自社の属する産業の顧客の評価基準に的確に合わせた顧客価値

の提供に努めることが、競合他社への差別化と高い付加価値の獲得に繋がる。 

 最後に、コア技術と市場と競合だけを考慮に入れて技術経営を行っていると、イノベー

ションのジレンマや収益性の悪化のジレンマに陥ることに留意すべきである。これを回避

するには、分社化・事業部別独立採算制や差別化のためにカスタマイズした製品の再標準

化や資源の集中と外部資源の活用などにより、事業リスクを軽減するとともに、顧客価値

が増大の一方で付加価値は減少というジレンマの解消に努めることが大変重要である。 

５．「技術経営と人材育成」と「国際事業展開と技術戦略」の重要性とあり方 

｢技術経営と人材育成｣については、技術経営おいて、トップの技術人材の育成の想いと

実行力が大きなポイントとなる。具体的には、①トップの経営理念と目標が明確で、人材

育成の強いメッセージがあること、②技術者も顧客が求めるニーズを読み取れる体制づく

り、③学習する職場県境づくりで能力アップすることが、高い技術力の獲得に重要となる。 

次に、「国際事業展開と技術戦略」については、技術経営において、①海外展開のために

は他社が真似のできない技術や新製品を保有しておくことが極めて有利、②国際展開自体

も、生産分業によって国内での事業を付加価値の高い部門へのシフトが可能、③国内では

確保が困難な優秀な技術者を海外で獲得することが可能、④今後は、「生産の国際分業」だ

けではなく、「開発の国際分業」を目指した国際展開への視点も必要となってきている。 

６．今後の調査研究における取り組み課題 

本調査研究においても、①中小製造業が環境・医療・ロボット等の新成長分野の台頭や

モジュール化の進展等の産業の構造変化に如何に対応したらよいのか、②外部環境の激変

に対応した事業構造の再構築・新たな付加価値創造の具体論などの積み残した課題もある。 

７．最後に 

本調査研究は、大変厳しい経営環境の中にありながらも、先進事例としてヒアリング調

査に快く応じていただいた全国 20社の中小製造業の経営者の皆様に多大なご協力をいただ

いた。このご協力がなければ、本調査研究のとりまとめもできなかったと、改めて心より

感謝の意を申し述べたい。本報告書の内容が、少しでも中小製造業の皆様の今後の経営の

一助になれば幸いである。 

※本章では、本報告書全体のまとめは行わないので、本調査研究の全体概要については本報告書の冒頭の「要旨」

をご参照いただきたい。 
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